
支出収入
収入 支出

収入 支出

公費等 

・定率国庫負担 
・前期高齢者 
 交付金 等 

・保険料軽減 等 

（国保被保険者） （医療機関） 

②保険料率決定 

①納付金額決定 
標準保険料率提示 

県が財政運営責任を担うなど中心的役割 

改革後 現行 

公費等 
公費等 

・定率国庫負担 
・保険料軽減 
・前期高齢者交付金 等 

②保険料徴収 

①保険料率決定 

（国保被保険者） （医療機関） 

市町が 
個別に運営 

③保険給付費支払 ⑥保険給付費支払 
③保険料徴収 

⑤交付金支払 

④納付金徴収 

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、保険給付費の財源である市町村からの国保事業費納付金額の決定、保険給付に 
   必要な費用全額の市町村への支払いを行うことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。※都道府県にも国保特別会計を設置 

○ 市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。 

○市町村ごとの納付金を決定 

 （医療費水準、所得水準を考慮） 
○各市町村が納付金を納めるために 
  必要な標準保険料率を提示 

標準保険料率を参考に、 
各市町村が、保険料率を 
決定し、保険料を賦課・徴収 

徴収した保険料等を 
財源として納付金を 
都道府県に支払 

保険給付費等 
に必要な費用を 
全額、市町村へ 
交付 

厚生労働省会議資料に一部加筆 

県の国保特別会計 

各市町の国保特別会計 各市町の国保特別会計 

改革後の国保財政の仕組み（イメージ） 



 県の国保財政 
県全体で必要と 

なる納付金総額 

【１】 市町から徴収する納付金を応能分と応益分に区分し、 
    ・応能分は所得総額 
     ・応益分は被保険者数や世帯数 
 により、各市町に割り当てる。 

・β（県）＝  
 
・β＝0.96（現段階の仮算定値） 
 
・本県は応能割：応益割＝β：1＝0.96：1 
 
・応益分は被保険者数７：世帯数３で配分 

【２】  【１】で算定した市町ごとの額を、 
     医療費指数を反映させて調整する。（α＝１） 

③１人当たり医療費が 
  全国平均並 

（医療費指数＝1） 
  ⇒ 調整は生じず、 
    平均的な負担 

①１人当たり医療費が 
  全国平均より低い 

（医療費指数＝0.9） 
  ⇒ 納付金が割引かれ、 
    負担減少 

②１人当たり医療費が 
  全国平均より高い 

（医療費指数＝1.1） 
  ⇒ 納付金が割増され、 
    負担増大 

市町の 

納付金 

基礎額 

・α＝医療費水準反映係数 

・納付金＝納付金基礎額×〔１＋α×（医療費水準－１）〕 

国保事業費納付金の算定方法 

 福井県の１人当たり所得   
全国平均の１人当たり所得 

公
費
負
担
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各市町の被保険者の 
所得総額で按分 
 

各市町の被保険者数 
で按分 
 

各市町の世帯数で 
按分 
 

【（例）α ＝1の場合】
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